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公企業会計検査委員会 Commission de v師五cation des comptes des en-
treprises publiques第 8次報告書(1962年11月承認1 翌日年 1月公表〉は，











1) Commission de v，白宣cationdes comptes des entreprises publiques， Huitzeme 間企拘rt
acnscmble， 1e16 novembre 1962. J. O. Doc. ad.， 1963， p.30 
公企薬会計検査委員会は，公企突に対する会計監査，業務監査を総合的に行なう特別機関とし
亡1948年に設jLされた。そ巧公表jる報告書は， ，公的セクター全般にわたり統的視点から体
系的に報告される 唯一の公文書である aJ(A. G. Delion， L' Etat et les entre戸百出向lbli-
ques， 1959， p.113.) 
公企業会計検査委員会の組織，権限，活動内容については，lbid.， pp.95-115， G. L田 cuyer，
Le contrdle止 l'Etat sur les entreρ円.5esnationalisees， 1962， pp.226-237， A. de Laubadむe，
Traite de dro叫 a品卸拙'stratif.3・ed.，1977. pp.240-241 















さきに指摘したように， 60年代初頭の EDFの経営・財務は， 50年代の諸矛
盾を引きつぎつつ，更にその混迷の度合いを深めていた。




2) 拙稿「フラγy、電力 (EDF)における資本供ヲ金制度の成立JW窪許論叢』第 12泊巻第::1.4




4) EDFヲR岬抑rtよactivite.Co削除sde gestion， exercice 1962， p. 30 
この報告書は，電力国有化出第四条によって，各年度ごとに作成， 公表が義務づけられた
EDFの事業年報である@
50 (290) 第 129巻第4.5号




























verification ue:;山口lpl凶 des 凹 lc即日間凹blique:;.Sixieme rupport d'en~四 ble， le 29 
juiUet 1958， ].O. Doc. ad.， 1958， p.778.) 
7) じommlssionde verification des entrepris目 publiques，Net町田neralう.tortdensemble， [ε 
7 decemble 1964， J.Q. Doc. ad.， 1965， p.68 

















げ 金属昭司用不ヲ増大させ 《企業趨争力 competitivite)を減退させる。 それ(赤字一ーヨl用者〉
は，公企業の〔経営的:独立性を損ない，世論の不当ではあれ厳しい批判を惹起する。J(A. G 
Dclion， op. Clt.， p.136_) 
その也， G. Lcscuye:， op. cit.， pp. 288-290， B.Chenot， Les entrepris出ηationalise出，4"ed..
1967， pp. 50-51 
9) EDF.oTιit.， exerc:ice 1959， p.23， A. G. Delion， Le statut des酎1.ireρη，esPubliques， 







金調達かョ学金値上げによる資金調達か，め選択しか直らない。」くGroupede travail du corrute 
intcrminlsteriel des entreprises publiques， Raptorl sur les entreprisesρuhliqu出， 1957， 
p.59，堀田和宏訳 l公企業に関する報告書 フヲンλ公企業に閣1るノヲ報告.世界経揖間
通百七把叢書』第14輯. 197手芋， 52ベ グ。〉
11) FDESは， 国車に直結された特別勘定の一つであり， 国家資金を政策的重点部門に中継する
政府車属の投資金融機関である。その理事会は，大蔵大臣を長とし，経済，金融関係の閤憤，ノ
52 (羽2) 第 129巻第4.5号
換された。更に同年同月， r公施設は，その設立以来初めて，新規資金の拠出






















12) 拙稿，前掲論文， 73-74ヘ ジ。
l:l) EDF.oP口t.，exercice 1963， p.27 
14)，15) Commission de verification des comptes des entreprises publiques， D悶 iemeraρ一
port d'ensemble， 1e23 fevrier 1967， J O. Doc. ad.， 1967， p.70 
16) このことは. 6C年 6&年において， EDFに交付された FDES貸付金の合計額6，230百万フ
ランが， 63年度末の貸借対戸、表の FDES貸什金残高6，486百万フラγと， 日ぼ 致するという
事実の内にも示されている.










364 (12.7) ←( -) (12.7) 1，680 (58.8) 813 (28.5) 
1961 I 2，878 441 (15.3) -(←) 仁15.3) 1，550 (53.9) 887 (30.8) 
1962 i 3，218 607 (18.9) 一(-) (18.9) 1，500 (46.6) 1，111 (34.5) 
1963 3，569 634 (17.8) 170 ( 4.8) (22.6) 1，500 (42.0) 1，265 (35.4) 
1964 3，964 831 (21.0) ー(-) (21.0) 1，520 (38.3) 1，613 (40.7) 
1965 4，247 1，133 (26.7) 1，040 (24.5) (51.2) 400 ( 9.4) 1，674 (39.4) 
1966 4，658 1，2日8(25，9) 1，125 (24.2) (50.1) 400 ( 8.6) 1，925 (41.3) 
1967 4，849 1，474 (30.4) 1，059 (H8) (52.2) 一(ー〉 2，316 (47.8) 
1968 5，1fi5 1，891 (36.6) 1，000 (19.4) (56.0) 965 (18.7) 1，309 (25.3) 
1969 5，296 2，463 (46.5) 600 (11.3) (57.8) 630 (11.9) 1，603 (30.3) 
1970 5，127 2，583 (50.4) 550 (10.7) (61.1) 600 (11.7) 1，394 (27.2) 
1971 5，242 2，llS ~40 .4) 450 ( 8.6) (49.0) 500 ( 9.5) 2，177 (41.5) 
1972 5，955 3，613 (60.6) 444 ( 7.5) (68.1) 444 ( 7.5) 1，454 (24.4) 
1973 6.333 4，155 (65.6) 一(-) (6忌6) 一〈ー〉 2，178 (34.4) 





17)，16) Commis凱onde、eri乱cationdes ∞rnIJtt~::s Jes e川町P口酷spubliques， .Neuviemc rap 
to丙♂'ensemble，le 7 decembre 1964， J.0. Doc. ad.， 1965， p.143 
19) Commission de veri抗cationdes co皿ptesdes entreprises publiQues， Dixieme rapporl 


























20) Ibid.， p.85 
21) 公企業の資金調達計算において， r確定資金Jという用語は，借入金に対し，返済する必要の
ない資金を言い表わすものとLて，使われている。
なお Groupede travail du comite intenninisteriel des entreprises publiques， op. cit.， 
p.56， Nnte (21)，掴間前関訳書.71ベジ，注(7)告照のこと a
フヲンス電力における資本供与企制度の展開 (295) 5 
63年一7日年の10年間の交付総額は， 6，438百万フランにのぼるのであるが，






















22) lbid.， t.65. aiJf畠訳書， 58ベジ。
23) Co目出issionde verification des compte沼 desent目 pns田 publiques，Onzieme rapport 
d'ensemble， le20 mars 1969， Extrait du ]. 0ヲ 1969，p.25 
日 (296) 第 129巻第4.5号
わしており，また， 自己資金の比率自体も低位にとどまっていたのである。要す






































des co皿 ptesdes entrepri田 S
publiques， Onziemeγσρρmτ 




24) Ibid.. p. 27 
25) Ibid.， p. 28 
なお，主要八大公企業とは，フランス右民 (CDF)，EDF，ロー ヌ開発公社 (CNR)，フラゾ
ス・ガス (GDF)，フランス国鉄 (SNCF)，ハリ交通局 (RATP)，エ ノレ フラ γ7>， ノミリ
空港，セ言孔 この八公企業に，原子力庁 (CEA)を加えた，)し回体は， 公企業会計検査
委員会の樟査のおよぶ全企業の，直接的設資総額のほとんどすべてを，支出している。J(Com-
mission de veri:fication des comptes des entreprises publiques， Dixl白neraρort d'en-
.semble， 1e23品v:rier1967， J.o. Doc. ad.， 1967， p.69.) 


























































26)，27) Commission de verification des comptes des entreprises publiques，Onzieme rat;拘吋
aensemhle， le20 rnars 1969， Ext阻 itdu ]. 0.， 1969， p.37 






















1960 1，419 8.1 100.0 
1961 4，740 7.3 107.3 
1962 5，209 9.9 117.9 
1963 5，904 13.3 133.6 
1964 6，697 13.4 151.6 
1965 7，288 8.8 164.9 
1966 8，011 10.1 182.0 
1967 8，870 10.3 200.7 
1968 9，436 6.4 213.5 
1969 10，597 12.3 239.8 
1970 11，753 10.9 266.0 
1971 13，311 13.3 301.2 
1972 15，093 13.4 341.5 
1973 16，885 11.9 382.1 
注料金収入には未収料金当期増加高を含む。な
お注29)参照のこと。





して7.75%であった付加価値税率が， 68年1月 l日を期して， 津13%に，そして閏年12月1日
には，更に15%にまで引き上げられることになった。と乙ろが， ζれに対応して. r一般に，付
方日価値税の阿l阻ができないとの種の需要君主(低汗需要家 引用岩)の負担する 料金の水準を
変えなレようにするために』 政府の要請に応じて. EDFは，侭庄税主主き料金の 律5.69%
値下げという一時的措置を，受け入れたDである，JくEDF，op. cit.， exercice 1968， pp.18-19.) 
これは，公企業の料金形成が政策手段として利用された，一つの典型倒である。
なお. r付加価値税の回収Jについ工は，後出注31)，68年の付加昨酉値税¢改訂については，
G.Delorme，‘ La reforme de la T. V. A."， in P. Lassegue et al.， La五scaltteet r entre 
prise， r4.舟rm出向 C印'ATSet te門会ea叩 es，1967， p.15 et s.， H. Levy-Lambert， La verite 
止s戸口， 1969.， pp.88-90を春田のこと。







1960 3，936 72.6 9.9 17.5 27.0 5.0 63.3 
1961 3，779 76.2 9.4 14.4 25.9 4.7 6fi.O 
1962 3，981 80.8 10.4 8.8 24.8 5.1 65.6 
1963 4，620 77.3 7.6 15.1 28.0 4.8 63.5 
1964 4，948 80.1 8.5 11.4 25白 7.0 63.~ 
1965 5，259 80.7 7.4 11.9 31.7 4.9 59.2 
1966 6，340 73.4 7自 18.8 32.1 4.0 54.4 
1967 6，263 77.5 75 15.0 3:=1.7 4.(; !13.9 
1968 6，700 77.1 7.5 15.4 30.8 9.3 48.9 
1969 7，057 75.1 9.6 15.3 36.6 10.4 40.1 
1970 6，898 74.3 11.2 14.5 44.1 10.5 .%.9 
1971 7，605 68.9 12.0 19.1 47.2 9.6 41.1 
1972 7，712 77.2 10.5 12.3 54.7 9.6 30.4 





















第 5表は， 69年以降の EDF投資金融におけるめざましい「正常化」が，そ
の自己金融資金 marge brute d' autofinancement によって推進されたことを，
29) 料金収入には， 未収料金当調増加高 valeurde l'accroissement de l'energie livree et non 
fa吐ureeを含む_ EDF四業務別一般経営計算書 Compted'exploitation 岳民rale，prix de 
revient et recettes des d出erentesactlVJtesには，こC').合計額が，事業収入として計上される。
60 (300) 第1泊巻第4.5号
改めて実証している叩。







1960 1，061 145 ( 13.7) 855 (80.6) 61 (5.7) 
1961 980 4 ( 0.4) 912 (93.1) 64 (6.5) 
1962 987 ム131 (ム13.3) 1，045 (105.9) 73 (7.4) 
1963 1，292 5 ( 0.4) 1，247 (96.5) 40 (3.1) 
1964 1，267 6101 (68.0) 1，321 (104.3) 47 (3.7) 
1965 1，666 15 ( 0.9) 1，538 (92.3) 113 (6.8) 
1966 2，038 165 ( 8.1) 1，714 (84.1) 159 (7.8) 
19G7 2，111 45 ( 2.1) 1，955 (92.6) 111 (5.3) 
1968 2，064 ム134 ("6.5) 2，015 (97.6) 183 (8.9) 
1969 2，581 24 ( 0.9) 2，258 (87.5) 299 (11.6) 
1970 3，045 28 ( 0.9) 2，643 (86.8) 374 (12.3) 
1971 3，586 "151 ("4.2) 2，886 (80.5) 851 (23.7) 
1972 4，216 52 ( 1.2) 3，455 (82.0) 709 (16.8) 
1973 4，342 76 ( 1.7) 3，525 (81.2) 741 (17.1) 
注ム印マイナスu
〔出所] EDF， op. cit.， exercices 1960-1973により作成。
30) 自己金融資金とその他の収入¢合計額から， その也の支出を差し引いた残額を， r粗自己資
金 reSSOUTcepropre bruteJと言い，更にとれに，借入金の返済額を減算，付加価値税の回収





3ユ Commissionde verincation des compt四 desentreprises publiques， ]I，~郎日emeraρ>þort





















32) 公企業にお日る減価値却法は， rノラ報告Jでも，次のようにとり上げられた. r実際には，
〔公〕企業は，償還期聞の一段と短し借入金を利用する 方，その固定資産については，極めて
長期にわたる耐用年並を採用し続けている。このことから，会計上の減価償却と借入金の返済と
のギャップが， 絶えず増大してきた，J(Groupe de travail du comite i町田国inio;krieldes 




LOU1t， Ll's financ.ι des削 trepr，日目 publiques，1974，pp. 237-239. Commission de verifica 
tion des cntreprises publiques， Douzieme ra.ρ正明言 d'ensemble，le24 novembre 1971， J.0 
Doc. ad.， 1972， p.92， EDP，ορ cit.， e:xercice 1972， p.74臨後フヲンスの減価償却制度をあつ
かった邦語文献としては，高山朋子「フラソスの減価償却制度と自己金日高虫Jr旭川大学紀要』第
5場， 3'(へジ以卜l がある。
34) r計画晶成契約」は，行政契約の 種で適用期聞は， 71年1月から75年12月までとされた。
なお， r計画達成契約」は， EDFの外に，フラソス国鉄 (69年7月)， フラソス ラジオテレ
ビ局 (uRTF)(71年10月)とも，それぞれ締結されている。
なお A de Laubadere， Droit pablic economique， 1976， pp. 516-518， C. Louit， 0ρ ロ~t.，
pp_ 1?4-128，掴田和宏「欧米ーと〈にフラγスにおける公企点と国の関慌のあり方」公企労セノ







庫助成の漸次削減J3Sl という方向に沿 J て設定されたことは，言うまでもな
いaヘ「計画達成契約」の中で，資本供与金の利子率が， 3だから 5%に引き
上げられたことも，との方向と軌をーにするものである(同契約第11条)37) 0 





目標 | 実績 目標 | 実績
投資利益率(対〉 7.5 7.6 8.2 8.65 
自己資金(百万フラン〉 2，113 2，302 3，012 3，681 
白己資金比率(対〉 54.3 G7.8 62.8 74.2 





〔出所 EDF，op. cit.， exercices 1971-1973により作成。
、ンター『調査研究資料』第73号， 69-76ベー ジ，を参照のこと凶







36) 公企業会計検査委員会の， 1-計画達成契約」の位置づ刊については， Commission de verifi 
caiion des comptes des entrepr.ises pub1iques， Treizieme rapport densemhle， le19 no 
vembre 1973， EXtrait du J. 0ヲ 1974，p.38 
31'; これに先だち， FDES貸付金の金利も， 69年に， 4.5%から 6.75%にヲlき上付られている。
C. Louit町 opα't.p.296 





















1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1068 1969 1970 1971 1972 1973 年次
注売上高は税込み。











38) EDF，op. cit. exercice 1973， p.47. 
























で， 同報告書は， EDFについて望ましい確定資金の比率は 70%である左言
39) 拙稿，前掲論文， 74-75ベー ジ。
40) *'金とコストとを民丘，一致させること。換言すれば，独立採算を保証する料金形成を行なう
こじこの点については Groupede travail du comite interministeriel des entreprises pub. 
1iques. ot. cit. pp.57-58，堀目前掲訳書.50-51ベー ジ。























41) この比埠は，新規投資設備の耐用年数rもとづし、て 草間ぎれている【 lbid.pp. 56-57，前掲
訳書， 49-50へーク。
42) lbid.， p.65，前掲F.R書， 58ヘジ。
43) ，ノラ報告」は!別の箇所で「料金の改訂は，単なる技術的下業であるばかめでなし政晶的
決定でもあるJ(1bid.， p.44， M掲訳書， 37へー クコと，述べている。
44) A. G， Delion， L'Etat et les entre.ρrises publiques， 1959， p.137. 




















けでなく，国家の投資計画 r経済計画Jとのかかわりで要請される. EDF 
45) G. Lescuyer，σ.p. cit.， pp. 289~290， A. de LuuLaue.rヒ，T，-aite de droit "dminutr，ωザ:3" 
るd.，1977， pp. 244~246 
46) Groupe de travail du comite interministeriel des entreprises publiqu問中 aι，p.06， 
堀田，前掲訳書.60へシ。
47) lbid.， pp. 66-67，前掲訳書.60←61へー ν。
48) Commission de v剖 ficationdes comptes des entreprises publiqueぇ Dixiemeraρ向 rt
d:.臼 se111ble，le 23 fevrier 1967， 1-O. Doc. acl.， 1967， p.70 
19) r国家が，公企業に資本供'J企を交付することによコて，その永久資本の f相対]量を，投資
家が私企業に出資するそれに，楼近させるようにすることが，望ま Lいように思われる。」
(Comnm;::;ion ue v台国叫iunu出し山中白白 ues eIl l.r巳~pri::;e::; puLliqu出 ，Nr:l叩必'Iuera仲 ort
d印 semble，le 7 decembre 1964， 1-O. Doc. ad.， 1965， p.144.) 

























50) G. Lescl1yer， op. cit.， p.293， Groupe de travail du cOlmte interministeriel d回 entrepri出 S
pub1iques， 0ρ cit.， p.71，堀田，前掲訳書， 65ヘジ.
51) 中木康夫『フランス政治史』下， 147-152へ シ，

































52) I不オ りペラリズム」路線を推進したのは，ジスカールデスタ γ 〈草次ジヤごン デルマ
ス内閣の蔵相〕のほか，新興のテクノクラート層であったーなかでも. iノラ報告」の作成で知




























53) F. Chevallicr， Les entre戸τses向日iquesen P.叫ぷce，1979， p.203 
54) 例えば， 76年には， r公企業の財務活動に関するグヱデル報告Ra企釦吋 surle financenzent 
des ent町~prisespubliques TJ舌sentepar M VedelJが，経辞社会審議会 Conseileconomique 
et socialに拝中され，その中で 公企業の新たな静常のあり方が，模索されている“
70 (310) 第1田巻第4・5号
言うまでもなしこうした新たな状況の変化との関連で，それを分析してゆ〈
良
必要があるが，逆に，その分析は，新たな状況のもとにおける， EDFの具体
的な経営動向を把握する上で，最も重要な鍵のうちのーっとなるであろう。
(1田1.11.15)
